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経営理念
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株主の皆様へ

当期は過去最高の売上収益と事業利益となりました。
特に国内の事業が高い利益率で推移するなど、2028年3
月期を最終年度とする中長期経営計画は順調に進捗して
おります。

省人化の波など外食を取り巻く経営環境が大きく変わ
ってきている中、人の手をかけて、他社にはない体験価
値を提供している当社グループを、お客様が支持してく
ださっている証左であり、また株主の皆様が応援し続け
ていただいているおかげであると考えており、心から感
謝申し上げます。

これからもより多くのお客様に感動をお届けし、我々
の強みを持続していくために、その原動力である働く人
も幸せである会社にしていきたいと考えております。

店舗がお客様にとっても、働く人一人ひとりにとって
も幸せな居場所となる仕組みを作ることで、唯一無二の
感動体験と高収益性の二律両立を実現していきます。

グローバルフードカンパニーを目指して飽くなき成長
を続ける当社グループに、今後とも温かいご支援を賜り
ますようお願い申し上げます。

代表取締役社長 兼 CEO
粟⽥　貴也

株主の皆様へ
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招集ご通知

証券コード：3397
（発信日）2024年６月12日

（電子提供措置の開始日）2024年５月29日

東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号

株式会社 トリドールホールディングス
代表取締役社長 兼 CEO 粟 田 貴 也

【当社ウェブサイト】
https://www.toridoll.com/ir/stock/meeting/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/3397/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第34期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第34期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供
措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイ
トにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「トリドールホールディングス」また
は「コード」に当社証券コード「3397」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を順に選択
して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、「議決権行使方法のご案内」（５頁）のとおり、インターネット等または
書面により議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討いただきまして、
2024年６月26日（水曜日）午後６時までに議決権をご行使いただきたくお願い申し上げます。

敬  具
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招集ご通知

記
日　　　　　時 2024年６月27日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
場　　　　　所 東京都渋谷区南平台町16－17

住友不動産渋谷ガーデンタワー１Ｆ
ベルサール渋谷ガーデン

会議の目的事項 報 告 事 項 １. 第34期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告および
連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類
監査結果報告の件

２. 第34期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計算書類報告の件
　決 議 事 項 第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第２号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
以　上

　株主総会ご出席の株主の皆様へのお土産はご用意いたしておりません。また、株主懇談会は開催いたしません。
　何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。
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議決権行使方法のご案内

株主総会に
ご出席される場合 株主総会にご出席されない場合

同封の議決権行使書用紙を
当日会場受付にご提出くだ
さい。
また、資源節約のため、本招集
ご通知をご持参くださいますよ
うお願い申し上げます。

インターネット等
による議決権の行使

当社の指定する議決権行使
ウェブサイトより、2024年
６月26日（水曜日）午後６
時までにご行使ください。

書面（議決権行使書）
による議決権の行使

同封の議決権行使書用紙に
議案に対する賛否をご表示
のうえ、2024年６月26日
（水曜日）午後６時までに
到着するようご返送くださ
い。

●電子提供措置事項のうち、「社外取締役の独立性の判断基準」、「会社の新株予約権等に関する事項」、「補償契約の内容の概
要等」、「役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」、「会計監査人の状況」、「取締役の職務の執行が法令および定款に適合す
ることを確保するための体制　その他業務の適正を確保する体制および当該体制の運用状況」、「連結持分変動計算書」、「連結
計算書類の注記」、「株主資本等変動計算書」および「計算書類の注記」につきましては、法令および当社定款第14条第２項の規
定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお当該書面に記載されている事
業報告、連結計算書類および計算書類は、監査等委員会が監査報告書を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類および
計算書類の一部であり、会計監査人が会計監査報告書を作成するに際して監査した連結計算書類および計算書類の一部でありま
す。

●電子提供措置事項に修正すべき事項が生じた場合は、３頁に記載の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前の事項および
修正後の事項を掲載させていただきます。

議決権行使方法のご案内

ご返送いただいた議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示があったものとし
てお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使®」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使Ⓡ」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って
ください。1

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください
「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　年末年始を除く９：00～21：00）

ご注意
！ ■インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。

■パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認する手段です。本定時株主総会終了まで、大切に保管してくださ
い。パスワードのお電話等による照会には、お答えすることができません。また、パスワードを当社よりお尋ねすることはございません。

■パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされてしまった場合、画面の案内に従ってお手続き
ください。

■議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続環境にて動作確認を行っておりますが、ご利用の機器によってはご利用いた
だけない場合もございます。

■書面とインターネット等により議決権を重複して行使された場合は、インターネット等による行使を有効な行使としてお取り扱いいたしま
す。

■インターネット等で複数回議決権を行使された場合は、最後の行使を有効な行使としてお取り扱いいたします。

インターネット等による議決権行使のご案内

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

以 上
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候補者
番号 氏 名 現在の当社における

地位および担当
取締役会出席率
（出席状況）

1 あ わ

粟
 

 
た

田
 

　
た か

貴
 

 
や

也 男 性
　

再 任
　

代表取締役社長
兼 CEO

100％
（18／18回）

２ す ぎ

杉
 

 
や ま

山
 

　
た か

孝
 

 
し

史 男 性
　

再 任
　

取締役副社長
兼 COO

海外事業本部長
100％

（18／18回）

３ や ま

山
 

 
ぐ ち

口
 

　
さとし

聡 男 性
　

再 任
　

取締役 兼 CFO
ファイナンス本部長

兼 財務部長
100％

（11／11回）

４ た

田
 

 
な か

中
 

　
け ん

憲 
い ち

一 男 性
　

新 任
　

執行役員 兼 CHHO
ハピネス・ヒューマン

サポート本部長
－

５ しょう

松
 

 
ふ う

風
 

　
り

里
 

 
え

栄
 

 
こ

子 女 性
　

再 任
社外取締役候補者

独立役員候補者

取締役 91％
（10／11回）

株主総会参考書類
議案および参考事項

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（５名）は、本定時株主総会終
結の時をもって任期満了となりますので、取締役５名の選任をお願いするものであります。
　なお、取締役候補者の選定にあたっては、独立社外取締役全員（４名）が委員かつその過半数を占める指名委
員会の答申を経ております。また、監査等委員会においても、指名委員会での審議を踏まえ、各候補者を取締役
に選任することが当社の企業価値の向上に資すると判断し、本議案が妥当であるとの決議がなされております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）1. 松風里栄子氏は、戸籍上の氏名は藤野里栄子でありますが、職務上使用している氏名で表記しております。
2. 山口聡氏および松風里栄子氏の取締役会出席率は、2023年６月29日の就任以降に開催された取締役会

のみを対象としております。
3. 上表の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款に基づき、取締役会決議があった

ものとみなす書面決議が１回ありました。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

１ あ わ

粟
 

 
た

田
 

　
た か

貴
 

 
や

也 1961年10月28日生 62歳

男 性
再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

    1985年    8月 自営業（トリドール三番館開業）
    1990年    6月 有限会社トリドールコーポレーション設立、代表取締役社長
    1995年    10月 株式会社トリドール（現、株式会社トリドールホールディングス）へ組織

変更、代表取締役社長 兼 CEO（現任）
　

所有する当社株式数 27,579,761株
取締役会出席率 100％（18／18回）

本総会終結時の在任期間 34年
　

取締役候補者とした理由
粟田貴也氏を取締役候補者とした理由は、同氏が当社の創業以来一貫して当社の経営に携わり当社事業を熟知しているほか、迅速かつ
的確な意思決定能力および適切なリスク管理能力を有しており、引き続き今後の当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に欠
かせないものと判断したためであります。
（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が１

回ありました。　
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

２ す ぎ

杉
 

 
や ま

山
 

　
た か

孝
 

 
し

史 1977年５月23日生 47歳

男 性
再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

    2001年    4月 デロイトトーマツコンサルティング株式会社（現、アビームコンサルティ
ング株式会社）入社

    2006年    10月 アビームM&Aコンサルティング株式会社（現、PwCアドバイザリー合同
会社）入社

    2015年    7月 デロイトトーマツコンサルティング合同会社入社
    2017年    6月 同社執行役員パートナー
    2019年    2月 当社入社
    2019年    7月 当社海外事業本部海外事業準備室長
    2019年    10月 当社海外事業本部海外事業企画部長
    2020年    2月 当社執行役員海外事業本部長
    2021年    4月 Tam Jai International Co. Limited取締役（現任）
    2021年    6月 当社常務取締役海外事業本部長
    2022年    6月 当社取締役副社長 兼 COO 兼 海外事業本部長（現任）

当社における担当 海外事業本部長
重要な兼職の状況 Tam Jai International Co. Limited取締役

　

所有する当社株式数 5,793株
取締役会出席率 100％（18／18回）

本総会終結時の在任期間 3年
　

取締役候補者とした理由
杉山孝史氏を取締役候補者とした理由は、同氏が経営コンサルティング会社における業務を通じて培われた海外事業に関する経験と知
見を有している上、当社入社後はその経験と知見を活かして当社の海外事業の発展に貢献しており、引き続きその能力が当社の経営に
欠かせないものと判断したためであります。
（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が１

回ありました。　

9



REFERENCE DOCUMENTS FOR THE GENERAL MEETING OF SHAREHOLDERS

2024/05/24 17:14:41 / 23073213_株式会社トリドールホールディングス_招集通知_電子提供措置用

取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

３ や ま

山
 

 
ぐ ち

口
 

　
さ と し

聡 1974年10月７日生 49歳

男 性
再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

    1997年    4月 株式会社日本リース（現、三井住友ファイナンス＆リース株式会社）入社
    2002年    4月 株式会社エム・ピー・テクノロジーズ（現、アセンテック株式会社）入社
    2007年    5月 株式会社J・Payment入社
    2008年    5月 株式会社ピー・アンド・イー・ディレクションズ入社
    2012年    11月 株式会社ジャパンディスプレイ入社
    2020年    2月 当社入社、管理本部財務部長
    2020年    10月 当社ファイナンス本部長 兼 財務部長
    2022年    7月 当社執行役員 兼 CFO 兼 ファイナンス本部長 兼 財務部長
    2023年    6月 当社取締役 兼 CFO 兼 ファイナンス本部長 兼 財務部長（現任）

当社における担当 ファイナンス本部長 兼 財務部長
　

所有する当社株式数 1,207株
取締役会出席率 100％（11／11回）

本総会終結時の在任期間 1年
　

取締役候補者とした理由
山口聡氏を取締役候補者とした理由は、同氏が金融機関、情報通信会社、経営コンサルティング会社および電気メーカーにおける業務
を通じて培われた資金の管理・調達等の財務業務および経営企画に関する経験と知見を有している上、当社入社後はその経験と知見を
活かして、当社のファイナンス業務の統括、財務方針・戦略の策定や財務基盤の確立・強化等に貢献しており、引き続きその能力が当
社の経営に欠かせないものと判断したためであります。　
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

４ た

田
 

 
な か

中
 

　
け ん

憲 
い ち

一 1967年12月２日生 56歳

男 性
新 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

    1990年    4月 富士通株式会社入社
    2003年    6月 ゼネラル・エレクトリック・インターナショナル・インク日本支社入社
    2009年    5月 バーバリー・ジャパン株式会社入社
    2010年    9月 Burberry Asia Limited入社
    2016年    1月 サントリーホールディングス株式会社入社、グローバル人事部長
    2020年    1月 サントリー食品インターナショナル株式会社入社、執行役員 兼 グローバル

HR部長
    2021年    9月 サントリーホールディングス株式会社入社、ヒューマンリソース本部副本部

長
    2024年    2月 当社入社、執行役員 兼 CPOO
    2024年    5月 当社執行役員 兼 CHHO 兼 ハピネス・ヒューマンサポート本部長（現任）

当社における担当 ハピネス・ヒューマンサポート本部長
　

所有する当社株式数 ―株

取締役候補者とした理由
田中憲一氏を取締役候補者とした理由は、同氏が電機メーカーおよび飲料会社等における業務を通じて培われた人事企画やグローバル
人事に関する経験と知見を有している上、当社入社後はその経験と知見を活かして、当社の人・組織に関わるグローバルな戦略、仕組
み・枠組みの構築に貢献しており、その能力が当社の経営に欠かせないものと判断したためであります。　
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

5 し ょ う

松
 

 
ふ う

風
 

　
り

里
 

 
え

栄
 

 
こ

子 1967年７月13日生 56歳

社外取締役候補者 女 性
独立役員候補者 再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

    1990年    4月 株式会社博報堂入社
    2007年    6月 同社コーポレートデザイン部長
    2011年    8月 博報堂コンサルティング株式会社 執行役員 エグゼクティブ・マネージャ

ー
    2015年    5月 株式会社センシングアジア 代表取締役（現任）
    2016年    4月 ポッカサッポロフード＆ビバレッジ株式会社 経営戦略本部副本部長 兼 経

営戦略部長
    2017年    3月 同社経営戦略本部長 兼 経営戦略部長
    2018年    3月 POKKA CORPORATION (SINGAPORE) PTE. LTD. グループCEO
    2020年    1月 POKKA PTE. LTD. グループCEO
    2020年    7月 サッポログループ食品株式会社 取締役専務執行役員
    2022年    3月 サッポロホールディングス株式会社 取締役 兼 ポッカサッポロフード＆ビ

バレッジ株式会社 取締役
    2023年    1月 サッポロホールディングス株式会社 取締役 兼 ポッカサッポロフード＆ビ

バレッジ株式会社 代表取締役副社長 兼 サッポログループ食品株式会社 
代表取締役社長

    2023年    6月 当社取締役（現任）
    2023年    7月 サッポロホールディングス株式会社 取締役 兼 ポッカサッポロフード＆ビ

バレッジ株式会社 取締役 兼 サッポログループ食品株式会社 代表取締役
社長

    2023年    11月 サッポロホールディングス株式会社 取締役 兼 ポッカサッポロフード＆ビ
バレッジ株式会社 取締役

    2024年    3月 サッポロホールディングス株式会社 常務取締役 兼 サッポロビール株式会
社 取締役（現任）

重要な兼職の状況 サッポロホールディングス株式会社常務取締役、
サッポロビール株式会社取締役

　

所有する当社株式数 ―株
取締役会出席率 91％（10／11回）

本総会終結時の在任期間 1年
　

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
松風里栄子氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏がグローバルでの事業経営、マーケティング、経理・財務に関する豊富な経験、
実績、知見を有しており、引き続き客観的・専門的な視点から、当社の経営に対し的確な提言・助言をいただけると判断したためであ
ります。また、同氏が選任された場合は、指名委員および報酬委員として当社の取締役候補者の選定や報酬等の決定に、独立した立場
から関与いただく予定であります。　
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

（注）１. 各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２. 各取締役候補者の年齢は、本定時株主総会招集ご通知の発送日現在の年齢であります。
３. 松風里栄子氏は、社外取締役候補者であります。
４. 当社は、松風里栄子氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としてお
ります。松風里栄子氏の再任が承認された場合は、同氏との間で当該契約を継続する予定であります。

５. 当社は、松風里栄子氏を株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員と
して同取引所に届け出ております。松風里栄子氏の再任が承認された場合は、引き続き独立役員として同取引所に届け出る
予定であります。

６. 当社は、粟田貴也氏、杉山孝史氏、山口聡氏および松風里栄子氏との間で、会社法第430条の２第１項の規定に基づき、同
項第１号の費用および同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償する補償契約を締結しております。粟田
貴也氏、杉山孝史氏、山口聡氏および松風里栄子氏の再任が承認された場合は、各氏との間で当該補償契約を継続する予定
であります。また、田中憲一氏の選任が承認された場合は、同氏との間で同様の補償契約を締結する予定であります。

７. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である
取締役がその職務の執行に起因して損害賠償請求された場合の損害賠償金および訴訟費用を当該保険契約により填補するこ
ととしております。当該保険契約の保険料は当社が全額負担しております。各取締役候補者の選任が承認されますと、当該
保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定して
おります。
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補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

第２号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

と よ

豊
 

 
だ

田
 

　
こ う

孝
 

 
じ

二 1968年２月３日生 56歳

社外取締役候補者 男 性
独立役員候補者

　
所有する当社株式数 ―株

　
略歴および重要な兼職の状況

    1991年    4月 明治生命保険相互会社（現、明治安田生命保
険相互会社）入社

    1996年    10月 朝日監査法人（現、有限責任 あずさ監査法
人）入所

    2004年    10月 弁護士登録、弁護士法人三宅法律事務所入所
    2004年    11月 公認会計士登録
    2012年    4月 アクシア法律会計事務所所長（現任）
    2013年    12月 太洋マシナリー株式会社社外監査役
    2015年    11月 学校法人大阪経済大学監事
    2017年    3月 株式会社ダイサン社外取締役（監査等委員）

（現任）
重要な兼職の状況 アクシア法律会計事務所所長、

株式会社ダイサン社外取締役（監査等委員）
　

補欠の社外取締役候補者とした理由
および期待される役割の概要

豊田孝二氏を補欠の社外取締役候補者とした理由は、同氏
が、公認会計士・弁護士として培われた専門的な知識・経験
等を有しておられることから、社外取締役就任後、社外取締
役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断したため
であります。監査等委員である取締役に就任した場合には、
特にその専門的な知見および経験から経営の監督および提言
をしていただくとともに、監査等委員ならびに指名委員およ
び報酬委員として当社のコーポレート・ガバナンス向上のた
めに活動していただくことを期待しております。　

　監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠の監査等委員である取締
役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 補欠の監査等委員である取締役候補者豊田孝二氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 補欠の監査等委員である取締役候補者豊田孝二氏の年齢は、本定時株主総会招集ご通知の発送日現在の年齢であります。
３. 豊田孝二氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
４. 当社は、豊田孝二氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、同氏との間で、会社法第423条第１項に定める損害賠

償責任について、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする契約を締結する予定であります。
５. 当社は、豊田孝二氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、同氏を株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一

般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
６. 豊田孝二氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、会社法第430条の２第１項の規定に基づき、同項第１号の費用

および同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償する補償契約を締結する予定であります。
７. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である

取締役がその職務の執行に起因して損害賠償請求された場合の損害賠償金および訴訟費用を当該保険契約により填補するこ
ととしております。当該保険契約の保険料は当社が全額負担しております。豊田孝二氏が監査等委員である取締役に就任し
た場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内
容での更新を予定しております。

以 上
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スキルマトリックス

当社における
地位 企業経営 グローバル 会計・財務 資本政策

Ｍ＆Ａ
法務

コンプライアンス ＥＳＧ 飲食
ビジネス

マーケティング
・店舗開発

製品
品質管理

ＤＸ・
イノベーション

デジタル
技術
ＩＣＴ

人事・
労務・
人材開発

粟田　貴也 代表取締役社長 ● ● ● ● ●

杉山　孝史 取締役副社長 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

山口　聡 取締役 ● ● ● ● ●

田中　憲一 取締役 ● ● ● ● ● ●

松風　里栄子 社外取締役 ● ● ● ● ● ● ●

梅木　利泰 社外取締役
（監査等委員） ● ● ●

梅田　浩章 社外取締役
（監査等委員） ● ● ●

片岡　牧 社外取締役
（監査等委員） ● ● ●

ご参考　スキルマトリックス
本議案が承認された場合の取締役が特に有する専門性・経験は下表のとおりです。

（注）上記一覧表は各氏の有するすべての専門性や経験を表すものではありません。
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事業の経過およびその成果

事業報告（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項

1
　事業の経過およびその成果

　当連結会計年度(2023年４月１日～2024年３月31日）における当社グループの経営環境は、前期比で人の移
動量が増加し、客数の回復を押し上げました。
　このような環境において当社グループは、国内では訴求力の高い商品開発、店舗設計と来店動機の訴求に取り
組みました。海外事業においては2023年７月に英国Fulham Shore社を子会社化し、第２四半期連結会計期間
から連結しました。
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事業の経過およびその成果

売 上 収 益 2,319億 52百万円
　

38.2%
海外事業

49.5%
丸亀製麺

12.3%
国内その他

売上収益
構成比

(前期比 23.2％増)

事 業 利 益 145億 36百万円
　(前期比 108.1％増)

営 業 利 益 116億 47百万円
　(前期比 56.0%増)

親会社の所有者に
帰属する当期利益

56億 75百万円
　(前期比 48.3％増)

　これらの結果、売上収益は2,319億52百万円（前期比23.2％増）と過去最高となり、丸亀製麺、国内その
他、海外事業の全セグメントで過去最高を記録しました。
　国内外で原材料費、人件費、水道光熱費が増加したものの増収で吸収し、事業利益（注１）は145億36百万
円（前期比108.1％増）と大幅な増益となり、こちらも過去最高となりました。
　前期は新型コロナウイルス感染症に係る時短協力金などの政府補助金44億３百万円を計上しましたが、当期
は42百万円に留まったことにより、その他の営業収益は前期比で45億96百万円減少したものの、事業利益の大
幅増で吸収しました。一方、その他の営業費用は、前期は一過性の中国事業整理費用12億27百万円を計上した
ため、前期比で14億17百万円減少しました。
　これらの結果、営業利益（注２）は116億47百万円（前期比56.0％増）、親会社の所有者に帰属する当期利
益は56億75百万円（前期比48.3％増）となり、共に大幅な増益となりました。

（注１）事業利益：売上収益－売上原価－販売費及び一般管理費
（注２）営業利益：事業利益－減損損失＋その他の営業収益－その他の営業費用
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事業のセグメント別の業績

MARUGAME SEIMEN 丸亀製麺

主要な事業内容

第33期
2023年3月期

102,100

11,624

第34期
2024年3月期

114,856

18,351

売上収益／事業利益
売上収益 （百万円）事業利益

　本格讃岐うどん専門店で、各店
舗に製麺機を設置して「打ちた
て」、「ゆでたて」を実現し、オ
ープンキッチンでお客様の目の前
で調理し、「できたて」、「手づ
くり」、「安心感」を感じていた
だける、臨場感あふれる店舗で
す。

事業のセグメント別の業績は、次のとおりであります。

　丸亀製麺セグメントにおいては、当期からブランドコミュニケーション「うどんで、あなたを驚かせたい」を
開始し、選ばれ続けるためのパーセプションを形成するブランド戦略と、衝動をつくる商品戦略を組み合わせ、
ブランド価値と顧客体験（ＣＸ）と従業員体験（ＥＸ）を同時にスパイラルアップさせるマーケティング戦略を
展開しました。
　2024年２月には創業時から提供している看板商品「釜揚げうどん」にフォーカスした新ＴＶＣＭ「ふわふ
わ！もっちもち！釜揚げうどん」篇を全国放映しました。一軒一軒すべての店で毎日、粉から打つうどんだから
こそ自信を持っておすすめできる看板商品のおいしさを訴求したことにより、定番商品の売上が増加しました。
　2024年３月には、麺職人（注１）の全店配置がついに完了しました。全店配置を記念して麺職人だけで運営
するポップアップ店舗「丸亀製麺所」を東京都神田小川町に期間限定で開設し、「丸亀製麺所 三種の利きうど
ん」を提供したり、麺職人にフォーカスして、よりおいしいうどんを届けたいという想い、こだわりや自信を
ＴＶＣＭ、イベント、特設サイトなどで訴求しました。
　季節ごとのフェア商品も好調に推移し、当第４四半期は「ひと手間かけた冬のうまい！」シリーズを展開しま
した。第１弾として2023年12月５日から販売した「鴨ねぎうどん」と「肉がさね玉子あんかけうどん」は、そ
れぞれ約160万食、約177万食を販売する大ヒットとなりました。第２弾は12月12日からブランド牛を使用し
た「鹿児島黒牛 和牛すき焼き釜玉うどん」を期間限定販売、第３弾は2024年１月３日から15日まで本ずわい
蟹を使った「かに玉あんかけうどん」を販売しました。シリーズ最終の第４弾は、広島県産牡蠣を贅沢に６個使
用した「牡蠣たまあんかけうどん」と、新作「牡蠣ぶっかけうどん」を１月30日から投入しました。
　一方、人件費上昇や原価高騰に対処するため、2024年１月16日に一部商品の価格改定を実施しました。
　これらの取り組みにより、売上収益は1,148億56百万円（前期比12.5％増）と過去最高となりました。原
価、人件費、広告宣伝費も増加しましたが、増収で吸収し、事業利益も過去最高の183億51百万円（前期比
57.9％増）と大幅な増益となりました。
（注１）麺職人：理想的なうどんを作る専門人材で、丸亀製麺独自の人材育成システム
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事業のセグメント別の業績

OTHER DOMESTIC 国内その他

主要な事業内容

第33期
2023年3月期

24,737

3,044

第34期
2024年3月期

28,460

4,451

売上収益／事業利益
（百万円）売上収益 事業利益　「コナズ珈琲」、「ずんどう

屋」、「肉のヤマ牛」、「豚屋と
ん一」、「晩杯屋」、「とりどー
る」、「天ぷらまきの」、「長田
本庄軒」、「焼きたてコッペ製パ
ン」が含まれております。

　国内その他セグメントにおいて、87店舗を運営する豚骨ラーメンのずんどう屋は、大阪など関西の既存店が
特に好調に推移したことに加えて、新店13店も順調に収益化し、高収益性を維持しました。
　「いちばん近いハワイの食卓」をコンセプトとするコナズ珈琲は、既存店の客数・客単価がともに上昇したほ
か、新店の八千代緑が丘店が国内トップクラスの月商を上げ早期収益化が進みました。
　肉のヤマ牛（注２）は、2023年11月にオープンしたグローサラント（注３）型店舗の赤羽店が好調に推移し
ました。また、2024年２月にオープンした竹ノ塚店は店内飲食スペースを設置せず、弁当・惣菜のテイクアウ
ト・デリバリー販売に特化した新型モデル店舗ですが、３月に同業態で最高の月商を記録しました。
　天ぷらまきのは季節の食材をメインにしたフェア定食や天ぷらを強化し、外国人観光客が増加するなどインバ
ウンド需要の取り込みにも成功しました。
　豚屋とん一は11月14日にオープンした松戸駅前店が弁当のテイクアウト販売にも注力し、同業態トップクラ
スの売上で推移しました。
　これらの結果、売上収益は284億60百万円（前期比15.0％増）となり、事業利益も過去最高の44億51百万円
（前期比46.2％増）と大幅な増益となりました。

（注２）「肉のヤマキ商店」は2023年11月29日付で「肉のヤマ牛」に商号変更しました。
（注３）グローサラント：グローサリーとレストランを融合した業態
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事業のセグメント別の業績

OVERSEAS 海外事業

主要な事業内容

第33期
2023年3月期

61,483

1,809
第34期

2024年3月期

88,637

2,970

売上収益／事業利益
（百万円）売上収益 事業利益「Marugame Udon」（丸亀製麺

の海外ブランド）、「Tam Jai」
（ ス パ イ シ ー ヌ ー ド ル ） 、
「Franco Manca」 （ ピ ザ ） 、
「Wok To Walk」（タイ風ファ
ストフード）などの業態を30以上
の国・地域で直営店およびFC等で
展開出店しています。

　スパイシーヌードル業態のTam Jaiは中国で６店、香港で７店、シンガポールで１店増加して計229店舗とな
り、増収増益となりました。Marugame Udonについては、台湾で６店増加し、人材教育が奏功して商品・サ
ービスの品質が向上したことにより大幅な増収増益となりました。米国においても既存店の客数増加や新店が好
調に推移したことなどにより増収増益となりました。英国でも集客力の強化に取り組み、増収となりましたが、
成長のための投資が先行している状態が続きました。
　第２四半期から英国Fulham Shore社を連結したことや、為替影響もあり、売上収益は過去最高の886億37百
万円（前期比44.2％増）と大幅な増収となりました。事業利益は、米国で当第４四半期に一過性の費用６億56
百万円が発生した影響で計画は下回ったものの、29億70百万円（前期比64.2％増）と大幅な増益となりまし
た。
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トピックス

≪麺職人について≫
　丸亀製麺独自の麺職人制度に合格した者に与えられる称号です。麺
職人は、その日の気温や気候などによっても味わいや食感に変化が生
まれる麺づくりの特性を深く理解し、お客様に今までで「最高の一
杯」をお届けするために、日々腕を振るっております。麺職人を目指
すスタッフはもちろん、麺職人たちも日々研鑽を積んでおります。

（注）麺職人が不在の日や時間帯もございます。

トピックス

2024年春、丸亀製麺すべての店に麺職人が誕生
　丸亀製麺は2024年春、日本全国の丸亀製麺全838店舗（2024年２月末時点）へ麺職人の配置を完了し
ました。
　麺職人とは、おいしい打ち立てのうどんをお客様にお届けするため、日々技と感性を磨き続け、合格率
約３割の厳しい試験に合格した専門人材です。
　人の手から生み出される「手づくり・できたて」にこだわり続ける丸亀製麺の、さらにおいしくなった
「打ち立て・生」のうどんをぜひご実感ください。

21



BUSINESS REPORT

2024/05/24 17:14:41 / 23073213_株式会社トリドールホールディングス_招集通知_電子提供措置用

トピックス

トリドールグループ　海外860店突破
Marugame Udon　インドネシアで100店舗達成、カナダにも進出
　現在９つの国と地域に264店舗（2024年３月末時点）を展開しているMarugame Udonは、2023年
10月にインドネシアで初となる100店舗を達成しました。
　2024年３月にはバンクーバーにカナダ１号店をオープンし、初日から予想をはるかに上回る数のお客
様にご来店いただき、単店売上の最も大きいハワイに次ぐ売上を記録しました（2024年３月単体売
上）。
　今後も日本の伝統的な「うどん」文化を世界各国で広め、Marugame Udonのグローバル展開を進めて
いきます。

Marugame Udonインドネシア100店舗達成記念セレモニー

グローバルのメジャーフード　ピザを事業ポートフォリオに追加
　2023年７月に英国のFulham Shore社を子会社化し、ピザ業態「Franco Manca」およびギリシャ料
理業態「The Real Greek」がグループに加わりました。顧客体験価値、商品力、価格（Value for 
Money）などで多くのお客様へ食の感動を提供している両ブランドにより、欧州展開を強化していきま
す。
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設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

2
　設備投資の状況

　当社グループは、販売拡大を目的として店舗展開のための設備投資を継続的に実施しております。
　当連結会計年度は、国内におきましては、丸亀製麺で18店舗、その他で23店舗の計41店舗を直営店にて出店
いたしました。
　また、海外におきましては、香港、台湾、シンガポール、米国、英国等で135店舗を直営店にて出店しまし
た。なお、当連結会計年度からFulham Shore社を子会社化しており、直営の出店に96店舗を含んでおります。

3
　資金調達の状況

　当連結会計年度においては、自己資金に加え、金融機関からの長期借入により79億円の資金を調達し、事業
資金に充当いたしました。

4
　対処すべき課題

23/3期 24/3期

1,883
2,320

25/3期

2,650

26/3期

3,100

28/3期

4,200

1,149

285

886

1,021

247
615

1,250

300

1,100

1,300

400

1,400

27/3期

3,625

1,375

550

1,700

1,450

750

2,000

（億円）

23/3期 24/3期

165

258

25/3期

283

26/3期

332

28/3期

540

184

45
30

116

30
18

185

43
55

195

53

84

27/3期

415

215

80

120

240

110

190

（億円）

23/3期 24/3期

1,770 1,951

25/3期

2,264

26/3期

2,800

28/3期

4,900

840

250

861

833
230
707

903

309

1,052

970

430

1,400

27/3期

3,680

1,030

650

2,000

1,100

800

3,000

（店）

■：丸亀製麺　■：国内その他　■：海外事業

売上高 事業利益
（※調整額の控除前の数値） 店舗数

2023－2028年３月期 中長期経営計画
　当社グループは、名実ともにグローバルフードカンパニーとなることを目指して、「2023－2028年３月期 
中長期経営計画」を策定しています。店舗あたり売上や国内事業の収益性が当初計画を上回って上昇したことな
どを受け、2023年11月に、2028年３月期目標を売上収益4,200億円、事業利益420億円、営業利益380億円
に上方修正しました。2025年３月期は国内外で出店が増加する計画ですが、成長と業績改善の期待が大きい業
態・エリアを優先してリソースを投入します。また、資本コストを意識した経営とポートフォリオマネジメント
を強化していきます。

詳細につきましては、当社ウェブサイトに掲載しております2024年3月期決算説明資料（https://www.toridoll.com/ir/account/）をご参照ください。
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財産および損益の状況

5
　財産および損益の状況

区分

国際会計基準（IFRS）

第31期
2021年３月期

第32期
2022年３月期

第33期
2023年３月期

第34期
2024年３月期
(当連結会計年度)

売上収益 (百万円) 134,760 153,355 188,320 231,952
事業利益または損失
（△） (百万円) △3,872 5,431 6,984 14,536
営業利益または損失
（△） (百万円) △7,336 14,243 7,466 11,647
親会社の所有者に帰属す
る 当 期 利 益 ま た は 損 失
（△）

(百万円) △5,456 8,979 3,827 5,675

基本的１株当たり当期利益
または損失（△） (円) △67.71 99.25 39.58 60.70

資産合計 (百万円) 209,411 240,840 266,235 322,357
親会社の所有者に帰属
する持分 (百万円) 39,461 62,024 69,566 80,827

親会社所有者帰属持分
当期利益率 (％) △12.9 17.7 5.8 7.5

（注）１. 当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ561億22百万円増加し、3,223億
57百万円（前期比21.1％増）となりました。これは主に無形資産及びのれん、使用権資産がそれぞ
れ前連結会計年度末に比べ205億25百万円、192億56百万円増加したことによるものです。

２. 「基本的１株当たり当期利益または損失」は、「親会社の所有者に帰属する当期利益または損失」か
ら当社普通株主に帰属しない金額を控除し算定しております。
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財産および損益の状況

第31期
2021年3月期

134,760

第32期
2022年3月期

153,355

第33期
2023年3月期

188,320

第34期
2024年3月期

231,952

▲

売上収益
（百万円）

第31期
2021年3月期

△3,872
第32期

2022年3月期

5,431

第33期
2023年3月期

6,984

第34期
2024年3月期

14,536

▲

事業利益
（百万円）

第31期
2021年3月期

△7,336

第32期
2022年3月期

14,243

第33期
2023年3月期

7,466

第34期
2024年3月期

11,647

▲

営業利益
（百万円）

第31期
2021年3月期

△5,456
第32期

2022年3月期

8,979

第33期
2023年3月期

3,827

第34期
2024年3月期

5,675
▲

親会社の所有者に帰属する当期利益
（百万円）

第31期
2021年3月期

△67.71
第32期

2022年3月期

99.25

第33期
2023年3月期

39.58

第34期
2024年3月期

60.70

▲

基本的１株当たり当期利益
（円）

39,461

209,411

第31期
2021年3月期

62,024

240,840

第32期
2022年3月期

266,235

第33期
2023年3月期

80,827

322,357

第34期
2024年3月期

69,566

△12.9
5.8

17.7

7.5

▲

資産合計／親会社の所有者に帰属する持分／
　親会社所有者帰属持分当期利益率
資産合計（百万円） 親会社の所有者に帰属する持分（百万円） 親会社所有者帰属持分当期利益率（%）

ご参考　連結財務ハイライト（国際会計基準）
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重要な親会社および子会社の状況

6
　重要な親会社および子会社の状況

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容
東 利 多 控 股 有 限 公 司 2,452,338 千香港ドル 100.0% 海外事業の統括管理
台 湾 東 利 多 股 份 有 限 公 司 52,500 千台湾ドル 100.0% レストラン経営等
G E O R G E ' S  C O R P O R A T I O N 5,534 千米ドル 100.0％ レストラン経営等
TORIDOLL DINING CORPORATION 142 米ドル 100.0% 持株会社
M A R U G A M E  U D O N  U S A ,  L L C 13,301千米ドル 67.3％ レストラン経営等
WOK TO WALK FRANCHISE B .V . 18 千ユーロ 80.0% FC運営等
WOK TO WALK US HOLDINGS, INC. 9,346 千米ドル 100.0% 持株会社
株 式 会 社 丸 亀 製 麺 10 百万円 100.0% レストラン経営等
株 式 会 社 T G F 10 百万円 58.5% 農産物の販売等
Tam Jai International Co. Limited 1,116,714千香港ドル 74.3% レストラン経営等
M C  G R O U P  P T E .  L T D . 300 千シンガポールドル 70.0% レストラン経営等
株 式 会 社 ア ク テ ィ ブ ソ ー ス 10 百万円 100.0% レストラン経営等
株 式 会 社 Z U N D 30 百万円 100.0% レストラン経営等
MARUGAME UDON (EUROPE) LIMITED 2,077 千ポンド 99.0% レストラン経営等
Toridoll and Heyi Holding Limited 216,702 千香港ドル 100.0% レストラン経営等
The Fulham Shore Group L imited 93,370 千ポンド 99.7% 持株会社
T h e  F u l h a m  S h o r e  L i m i t e d 6,599 千ポンド 99.7% レストラン経営等
T O R I D O L L  E U R O P E  L T D 17,267 千ポンド 100.0% 持株会社

①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　子会社の状況

（注）当社は、2023年７月11日にThe Fulham Shore Plc（2023年７月28日付でThe Fulham Shore 
Limitedに商号変更）の株式を当社子会社であるGreat Sea Kitchens Limited（2023年７月12日付で
The Fulham Shore Group Limitedに商号変更）を通じて取得し、子会社としました。

26



BUSINESS REPORT

2024/05/24 17:14:41 / 23073213_株式会社トリドールホールディングス_招集通知_電子提供措置用

主要な拠点等

7
　主要な拠点等

丸亀製麺 国内その他　（注１） 海外
営業店舗合計直営 直営 FC（注２） 直営 FC（注２）

840店舗 246店舗 4店舗 432店舗 429店舗 1,951店舗

①　当社
　　本社　東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号

②　主要な子会社の事業所
株式会社丸亀製麺
本社　東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号

株式会社肉のヤマ牛
本社　東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号

株式会社トリドールジャパン
本社　東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号

株式会社ZUND
本社　大阪府大阪市北区天神橋四丁目８番13号

株式会社アクティブソース
本社　東京都品川区小山三丁目24番10号

　　営業店舗　セグメント別の店舗数は以下のとおりです。

（注１）国内その他セグメントには、「コナズ珈琲」、「ずんどう屋」、「肉のヤマ牛」、「晩杯屋」、「天ぷらまきの」、「とりど
ーる」、「豚屋とん一」、「長田本庄軒」、「焼きたてコッペ製パン」が含まれております。

（注２）フランチャイズ、合弁会社など直営以外の形態
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8
　従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

7,790名
〔14,023名〕

1,995名増
〔1,889名増〕

（注）１．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除いた就業人員であります。
２．従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間勤務換算による月平均人数）であります。
３．臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

9
　主要な借入先

借入先 借入金残高（百万円）

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 23,429

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 16,136

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 13,064

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 8,374

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 5,526

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 3,932

株 式 会 社 み な と 銀 行 2,390
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2 会社の株式に関する事項

1
　発行可能株式総数 普通株式 230,400,000株

2
　発行済株式の総数 普通株式 88,140,552株（自己株式837,892株が含まれております。）

3
　株主数 161,186名

4
　大株主の状況

株主名 持株数（株） 持株比率（%）

粟 田 貴 也 27,579,761 31.59

有 限 会 社 テ ィ ー ア ン ド テ ィ ー 11,160,000 12.78

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 5,118,600 5.86

特 定 有 価 証 券 信 託 受 託 者 　 株 式 会 社 S M B C 信 託 銀 行 3,738,000 4.28

ア リ ア ケ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 600,000 0.69

J P  M O R G A N  C H A S E  B A N K  3 8 5 7 8 1 588,788 0.67

STATE STREET BANK WEST CLIENT – TREATY 505234 579,600 0.66

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 556,600 0.64

S M B C 日 興 証 券 株 式 会 社 509,700 0.58

J P  M O R G A N  C H A S E  B A N K  3 8 5 7 9 4 326,156 0.37

5
　当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況

株式数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く） 3,454株 4名

6
　その他株式に関する重要な事項

（注）ストック・オプションの行使により、発行済株式の総数は219,800株増加しております。

（注）１．当社は、自己株式を837,892株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告31頁「３ □3  取締役の報酬等の額」に記載しております。

該当事項はありません。
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3 会社役員に関する事項

1
　取締役の氏名等（2024年３月31日現在）
当社における地位 氏名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役社長

兼 CEO 粟 田 貴 也 取締役会議長、指名委員、報酬委員

取 締 役 副 社 長
兼 COO 杉 山 孝 史 海外事業本部長

Tam Jai International Co. Limited取締役
取 締 役

兼 CSCO 神 原 政 敏 SCM本部長

取 締 役
兼 CFO 山 口 　 聡 ファイナンス本部長 兼 財務部長

取 締 役 松　風　里栄子
指名委員、報酬委員
サッポロホールディングス株式会社常務取締役
サッポロビール株式会社取締役

取 締 役
（監査等委員） 梅 木 利 泰

指名委員長、報酬委員長
日野総合会計事務所所長、公認会計士
SFCブレインコンサルティング株式会社代表取締役
監査法人アイ・ピー・オー代表社員

取 締 役
（監査等委員） 梅 田 浩 章

指名委員、報酬委員
梅田浩章公認会計士事務所所長、公認会計士
不二精機株式会社社外監査役
株式会社イーサーブ代表取締役
監査法人アイ・ピー・オー社員

取 締 役
（監査等委員） 片 岡 　 牧 指名委員、報酬委員

堂島法律事務所　弁護士

（注）１. 取締役松風里栄子氏ならびに取締役（監査等委員）梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏は、社外取締役であります。
２. 取締役（監査等委員）梅木利泰氏および梅田浩章氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度

の知見を有しております。
３. 当社は、取締役松風里栄子氏ならびに取締役（監査等委員）梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏を株式会社東京証券取

引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として同取引所に届け出ております。
４. 当社は、内部統制システムを活用した監査を行うという監査等委員会の制度趣旨から、常勤の監査等委員を選定しておりま

せん。なお、監査等委員会の事務局を法務コンプライアンス部に設置し、同委員会の職務の補助にあたらせております。
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2
　責任限定契約の内容の概要

3
　取締役の報酬等の額

　当社と取締役松風里栄子氏ならびに取締役（監査等委員）梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏は、会社法
第427条第１項の責任限定契約を締結しており、取締役に悪意または重大な過失があった場合を除き、受嘱者の
取締役としての在職中に報酬その他の職務執行の対価として当社から受け、または受け取るべき財産上の利益の
額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額をもって、当社に対する損害賠償責任の限度と
しております。

①役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2017年５月31日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議し、
2021年２月22日開催の取締役会においてこれを改定しております。なお、2021年２月22日の取締役会決議に
際しては、あらかじめ決議する内容について報酬委員会から答申を受けております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

イ　基本的な考え方
　取締役（監査等委員を除く）の報酬は、中長期的な業績と連動する報酬の割合や自社株報酬の割合を高
め、もって取締役（監査等委員を除く）に当社グループの企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ
を与えるとともに、株主との価値の共有を早期に促進するため、基本報酬のほか、短期インセンティブ報
酬（業績連動報酬）ならびに長期インセンティブ報酬（ストック・オプションおよび譲渡制限付株式）で
構成するものとします。
　取締役（監査等委員）の報酬は、基本報酬および長期インセンティブ報酬（ストック・オプション）で
構成するものとします。

ロ　報酬決定手続
　当社は、取締役（監査等委員を除く）の報酬を決定するにあたり、外部専門機関により役員報酬調査デ
ータ（報酬の種類ごとの割合を含む）に基づく助言を得ることで、取締役（監査等委員を除く）の報酬水
準の客観性を確保しております。
　また、独立社外取締役全員（４名）が委員かつその過半数を占める報酬委員会の答申を経て取締役（監
査等委員を除く）の報酬（報酬の種類ごとの割合を含む）を決定しております。監査等委員会において
も、意見陳述権（会社法第361条第６項）の行使を判断するにあたり、報酬委員会での審議を踏まえ、取
締役（監査等委員を除く）の報酬内容が業績や職務の遂行状況に照らして相当かどうかを審議しておりま
す。
　なお、取締役（監査等委員）の報酬は、監査等委員の協議により決定されます。
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ハ　短期インセンティブ報酬（業績連動報酬）の概要
　取締役（監査等委員を除く）の業績連動報酬の総額は、取締役会があらかじめ設定した当該事業年度の
支給総額を上限とし、当社グループの当該事業年度の連結売上収益および親会社の所有者に帰属する当期
利益を基準に、取締役会があらかじめ設定した予算目標額の達成額に応じて決定されます。当社では、公
表される数値であり、また企業規模および収益性を示す基準として明快であることから、連結売上収益お
よび親会社の所有者に帰属する当期利益を短期インセンティブ報酬（業績連動報酬）の指標として採用し
ております。
　また、各取締役（監査等委員を除く）には、上記の業績連動報酬総額を役職位ごとに取締役会であらか
じめ定めた役職別計数により按分した金額を支給します。

二　長期インセンティブ報酬（非金銭報酬等）の内容
　長期インセンティブ報酬（非金銭報酬等）は、当社株式（譲渡制限付株式）及び当社新株予約権（スト
ック・オプション）で構成されます。
　取締役（監査等委員を除く）の長期インセンティブ報酬のうち、譲渡制限付株式に係る個別の金銭報酬
債権の額は、取締役会で決定します。なお、取締役会の決議によって代表取締役社長に一任することがで
きます。
　取締役（監査等委員を除く）の長期インセンティブ報酬のうち、ストック・オプションの付与は、株主
総会で決定します。なお、個別の新株予約権の個数は、取締役会の決議によって、代表取締役社長に一任
することができます。
　取締役（監査等委員）の長期インセンティブ報酬（ストック・オプション）は、株主総会で決定しま
す。なお、個別の新株予約権の個数は監査等委員の協議で決定します。

②当事業年度にかかる報酬等の総額等
　当事業年度におきましては、取締役の個人別の報酬等のうち短期インセンティブ報酬（業績連動報酬）につい
て、2023年６月29日開催の取締役会で支給総額および予算目標額を設定しております。当事業年度における連
結売上収益および親会社の所有者に帰属する当期利益は前記「１ 企業集団の現況に関する事項」のとおりであ
り、これら業績指標の実績に基づき下記の報酬額が算定されております。
　また、基本報酬の額は2023年６月29日開催の取締役会において、長期インセンティブ報酬（譲渡制限付株
式）に係る金銭報酬債権の額は同年７月11日開催の取締役会において、いずれも代表取締役社長粟田貴也氏に
具体的な内容の決定を委任する旨の決議を行い、同氏において決定を行っております。代表取締役社長に委任を
した理由は、当社グループ全体の経営状況や各取締役の業務遂行状況を最も熟知し、各取締役の業績や目標を考
慮して最も的確な金額を決定できると判断したためであります。なお、決定に先立ち、2023年５月12日開催の
報酬委員会にて個人別の報酬等につき答申内容が決議されており、同答申を最大限に尊重した上で決定されてお
ります。
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区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

170
（９）

140
（９）

15
（－）

16
（－）

５
（１）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

23
（23）

21
（21）

－
（－）

２
（２）

３
（３）

合計
（うち社外取締役）

194
（32）

161
（30）

15
（－）

18
（２）

８
（４）

　取締役会は、上記の手続を経て取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、その内容は短期インセン
ティブ報酬（業績連動報酬）を含め、決定方針に沿うものであると判断しております。

（注）１. 上記非金銭報酬の額には、2021年６月29日開催の株主総会決議および取締役会決議により、ストック・オプションとして
付与した新株予約権に係る当事業年度中の費用計上額（取締役（監査等委員を除く）７百万円、取締役（監査等委員）２百
万円）を含んでおります。また、2020年７月14日開催の取締役会決議、2021年７月13日開催の取締役会決議、2022年
７月12日開催の取締役会決議および2023年７月11日開催の取締役会決議により、譲渡制限付株式として付与した株式に
係る当事業年度中の費用計上額（取締役（監査等委員を除く）９百万円）を含んでおります。

２. 当事業年度の非金銭報酬等は当社株式（譲渡制限付株式）およびストック・オプションとして付与する新株予約権であり、
当社株式（譲渡制限付株式）の交付状況は事業報告「２ □５  当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付さ
れた株式の状況」に、当事業年度の末日におけるストック・オプションとして付与する新株予約権の保有状況は事業報告
「会社の新株予約権等に関する事項」に記載しております。

３. 2015年６月26日開催の第25期定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）の報酬等の総額は年額５億円以内と
決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は３名（うち、社外取締役は０名）
となります。

４. 2015年６月26日開催の第25期定時株主総会において、取締役（監査等委員）の報酬額は年額１億円以内と決議いただい
ております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は３名（うち、社外取締役は３名）となります。

５. 2017年６月29日開催の第27期定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）に対する譲渡制限付株式の付与のた
めの金銭報酬債権の総額は前記報酬等の総額年額５億円の範囲内で年額3,600万円以内、交付する当社普通株式の総数は
29,460株以内（2020年４月１日株式分割後の株数）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等
委員を除く）の員数は４名（うち、社外取締役は０名）となります。

６. 2021年６月29日開催の第31期定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）に対するストック・オプションとし
て付与する当社新株予約権は前記報酬等の総額年額５億円の範囲内、付与する新株予約権総数は150個、その目的である株
式総数は30,000株と決議いただいております。また、当該株主総会において、取締役（監査等委員）に対するストック・
オプションとして付与する当社新株予約権は前記報酬等の総額年額１億円の範囲内、付与する新株予約権総数は45個、そ
の目的である株式総数は9,000株と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数
は４名（付与対象は３名）（うち、社外取締役は０名）、取締役（監査等委員）の員数は３名（うち、社外取締役は３名）
となります。
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会社役員に関する事項

4
　社外役員に関する事項

区分 氏名 兼職先 兼職内容

取 締 役 松　 風 　里 栄 子 サッポロホールディングス株式会社
サッポロビール株式会社

常 務 取 締 役
取 締 役

取 締 役
（監 査 等委 員 ） 梅 木 利 泰

日野総合会計事務所
SFCブレインコンサルティング株式会社
監査法人アイ・ピー・オー

所 長
代 表 取 締 役
代 表 社 員

取 締 役
（監 査 等委 員 ） 梅 田 浩 章

梅田浩章公認会計士事務所
不二精機株式会社
株式会社イーサーブ
監査法人アイ・ピー・オー

所 長
社 外 監 査 役
代 表 取 締 役
社 員

取 締 役
（監 査 等委 員 ） 片 岡 　 牧 堂島法律事務所 弁 護 士

①　重要な兼職先と当社との関係

（注）各兼職先と当社との間には、特別の関係はありません。
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区分 氏名 出席状況、発言状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 松　風　里栄子

2023年６月29日の取締役就任以降、当事業年度における取締
役会に11回中10回出席し、グローバルでの事業経営者としての
高い見識から議案審議等に必要な発言を適宜行っております。
また、指名委員会および報酬委員会の委員として両委員会で積
極的に発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 梅 木 利 泰

当事業年度における取締役会に18回中18回、監査等委員会14
回のうち14回出席し、公認会計士としての高い見識から議案審
議等に必要な発言を適宜行っております。
また、監査等委員長として監査等委員会監査を立案および主導
するとともに、指名委員会および報酬委員会の委員長として両
委員会の審議を主導しました。

取 締 役
（監査等委員） 梅 田 浩 章

当事業年度における取締役会に18回中18回、監査等委員会14
回のうち14回出席し、公認会計士としての高い見識から議案審
議等に必要な発言を適宜行っております。
また、監査等委員として監査等委員会監査を精力的に実施する
とともに、指名委員会および報酬委員会の委員として両委員会
で積極的に発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 片 岡 　 牧

当事業年度における取締役会に18回中18回、監査等委員会14
回のうち14回出席し、弁護士としての高い見識から議案審議等
に必要な発言を適宜行っております。
また、監査等委員として監査等委員会監査を精力的に実施する
とともに、指名委員会および報酬委員会の委員として両委員会
で積極的に発言を行っております。

②　当事業年度における主な活動状況

（注）上表の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が１
回ありました。
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4 剰余金の配当等の決定に関する方針

① 配当財産の種類
金銭

22/3期

7.5

23/3期 24/3期 25/3期
（予想）

7.5
9.0

10.0
１株当たり配当金の推移（円）

② 当社普通株式１株につき 9円00銭
総額 7億85百万円

株主に対する配当財産の割当てに関する事項
およびその総額

　
③ 剰余金の配当が効力を生ずる日

2024年６月13日

　株主の皆様に適正な利益還元を行うことは重要な課題であると考えております。
　当社の成長と株主還元の更なる両立を目指し、グループの成長のために必要な投資を行うため内部留保の充実
を図りながら、業績に応じて累進配当（注１）を実施していく基本方針に変更しました。
　原則として配当性向20％以上を目標としつつ、安定的かつ継続的に配当を実施するため、調整後配当性向
（注２）２％を下限とし、かつ、特別配当を除き前期以上の１株当たり配当金額の配当を行うこととします。

（注１）累進配当
原則として減配せず、業績に応じて配当額を維持もしくは増配する政策

（注２）調整後配当性向
配当金総額÷（親会社の所有者に帰属する当期利益＋減価償却費および償却費＋その他の営業費用－
その他の営業収益＋減損損失＋非経常的費用項目）×100

　2024年３月期の期末配当金につきましては、2024年５月14日開催の取締役会において、次のとおり決議し
ました。

　2025年３月期は年間配当金として１株当たり10.0円（期末配当）を予定しております。

　また、国内グループ店舗でご利用いただける株主優待や継続保有株主優遇制度などにより、株主の皆様への総
合的な利益還元に努めております。

（注）本事業報告に記載しております数値は、四捨五入により表示しております。
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連結財政状態計算書

連結財政状態計算書 （2024年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部
流動資産 85,960 流動負債 92,583
現金及び現金同等物 70,627 営業債務及びその他の債務 16,963
営業債権及びその他の債権 9,678 短期借入金 20,210
棚卸資産 1,087 １年以内返済予定の長期借入金 15,573
その他の流動資産 4,569 リース負債 20,001

非流動資産 236,397 未払法人所得税 3,683
有形固定資産 43,672 引当金 1,347
使用権資産 102,015 その他の流動負債 14,807
無形資産及びのれん 66,237 非流動負債 139,412
持分法で会計処理されている投資 4,498 社債 2,386
その他の金融資産 12,826 長期借入金 39,016
繰延税金資産 5,445 リース負債 88,912
その他の非流動資産 1,704 引当金 5,954

繰延税金負債 1,598
その他の非流動負債 1,546

負債合計 231,996
資 本 の 部
親会社の所有者に帰属する持分 80,827

資本金 4,834
資本剰余金 9,369
その他資本性金融商品 10,847
利益剰余金 39,032
自己株式 △994
その他の資本の構成要素 17,739

非支配持分 9,535
資本合計 90,361

資産合計 322,357 負債及び資本合計 322,357

連結計算書類

（単位：百万円）
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連結純損益計算書

連結純損益計算書 （2023年４月１日から2024年３月31日まで）

科 目 金 額
売上収益 231,952
売上原価 △55,780

売上総利益 176,172
販売費及び一般管理費 △161,636
減損損失 △2,539
その他の営業収益 929
その他の営業費用 △1,279 △164,525

営業利益 11,647
金融収益 1,730
金融費用 △2,147 △418
持分法による投資損益 △390

税引前利益 10,839
法人所得税費用 △4,636

当期利益 6,203
（内　　訳）
親会社の所有者 5,675
非支配持分 528

（単位：百万円）
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貸借対照表 （2024年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部
流動資産 31,596 流動負債 47,498
現金及び預金 19,232 買掛金 3,221
営業未収入金 4,318 短期借入金 20,100
原材料及び貯蔵品 5 １年内返済予定の長期借入金 13,387
前払費用 1,100 １年内償還予定の社債 800
短期貸付金 1,120 リース債務 269
未収入金 5,672 未払金 6,185
その他 470 未払費用 369
貸倒引当金 △322 未払法人税等 1,240

固定資産 116,381 預り金 80
有形固定資産 26,477 賞与引当金 54
建物 18,558 設備関係未払金 1,262
構築物 1,487 資産除去債務 57
車両 34 その他 474
工具、器具及び備品 5,201 固定負債 55,373
リース資産 1,113 長期借入金 47,278
建設仮勘定 84 社債 2,400

無形固定資産 28 リース債務 1,625
ソフトウェア 26 資産除去債務 4,029
電話加入権 1 その他 41
商標権 1 負債合計 102,870

投資その他の資産 89,876 純 資 産 の 部
関係会社株式 68,555 株主資本 44,391
関係会社出資金 0 資本金 4,854
投資有価証券 193 資本剰余金 4,949
長期貸付金 7,711 資本準備金 625
長期前払費用 88 その他資本剰余金 4,323
敷金・保証金 5,864 利益剰余金 35,561
建設協力金 3,072 利益準備金 138
繰延税金資産 4,047 その他利益剰余金 35,423
その他 929 別途積立金 13,379
貸倒引当金 △583 繰越利益剰余金 22,044

自己株式 △972
新株予約権 715
純資産合計 45,106

資産合計 147,977 負債及び純資産合計 147,977

計算書類

（単位：百万円）
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損益計算書

損益計算書 （2023年４月１日から2024年３月31日まで）

科 目 金 額
売上高 86,367
売上原価 49,307

売上総利益 37,059
販売費及び一般管理費 33,383

営業利益 3,677
営業外収益
受取利息 148
政府補助金 8
受取配当金 4,900
受取地代家賃 82
為替差益 567
その他 356 6,060

営業外費用
支払利息 919
その他 132 1,051
経常利益 8,686

特別利益
関係会社貸倒引当金戻入益 940
その他 126 1,067

特別損失
減損損失 451
関係会社貸倒引当金繰入額 124
投資有価証券評価損 90
子会社株式評価損 6,943
その他 9 7,617
税引前当期純利益 2,136
法人税、住民税及び事業税 1,446
法人税等調整額 152 1,598
当期純利益 537

（単位：百万円）
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

有限責任 あずさ監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡 野 隆 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 加 瀬 幸 広

独立監査人の監査報告書
2024年５月22日

株式会社トリドールホールディングス
　取締役会 御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社トリドールホールディングスの2023年４月１日から
2024年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結純損益計算書、連結持分変
動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求
められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、株式会社トリドールホールディングス及び連結子会社からな
る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められ
る開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

　

監査報告書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を
省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求め
られる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に
対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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有限責任 あずさ監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡 野 隆 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 加 瀬 幸 広

独立監査人の監査報告書
2024年５月22日

株式会社トリドールホールディングス
　取締役会 御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社トリドールホールディングスの2023年４月１
日から2024年３月31日までの第34期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　

会計監査人の監査報告書謄本
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項
付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査報告書

　当監査等委員会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第34期事業年度における取締役の職務の執行につい

て監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当

該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたし

ました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、当期の監査方針、職務の分担等に従い、コーポレートガバ

ナンス・コードの適用状況を重点項目とし、会社の内部監査部門との連携の上、リスクマネジメント委員会等重要

な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会

社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報

告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂

行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計

算書、連結純損益計算書、連結持分変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注

記）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書謄本
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監査等委員 梅 木 利 泰
監査等委員 梅 田 浩 章
監査等委員 片 岡 　 牧

２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示していると認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議内容は相当であると認めます。また、内部統制システムに関する事業

報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月22日

株式会社トリドールホールディングス　監査等委員会

　（注）監査等委員 梅木 利泰、監査等委員 梅田 浩章、監査等委員 片岡 牧は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定す
る社外取締役であります。
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会場ご案内図


